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要 旨 国立病院機構National Hospital Organization （NHO） では感染制御対策や抗菌薬適正
使用支援プログラムAntimicrobial Stewardship Program （ASP） の評価を行う際に

必要な施設の実態を把握するため，NHO19施設について2018年度診療報酬改定前の2016年度と，
改訂後の2018年度で感染管理等に関する16項目（全364小項目）のアンケート調査を行い，両者
間での比較検討を行った．その結果，インフェクションコントロールチームInfection Control 
Team（ICT）の病棟ラウンド開催頻度等は増加し，17施設が抗菌薬適正使用支援チーム
Antimicrobial Stewardship Team （AST） の活動を開始していた．診療報酬改訂による入院基本
料等加算後院内感染制御の人員数微増を認めたが，ASTは医師のICTとの兼任のままが多かった．
　Centers for Disease Control and Prevention （CDC） は250床に 1 人のInfection Control Person 

（ICP） の配置を提唱している．2016年度のICT構成員当たりの病床数は，全ICT構成員114.2±
52.3（床/人），インフェクションコントロールナースInfection Control Nurse （ICN） のみは平均
431.6±標準偏差191.8（床/人）であった．抗 Methicillin-resistant Stapylococcus aureus （MRSA） 
薬の届出制と許可制間，AST加算施設と非加算施設間とでMRSA感染率の比較を行ったが，統
計学的有意差はみられなかった．
　医療機関横断的アンケート調査により，入院基本料等加算によるICT/ASTの活動内容，人員
構成等の変化を比較することができた．
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序 　 文

　医療分野の薬剤耐性Antimicrobial-resistant（AMR）
アクションプラン 1 ）では，抗生物質耐性率の数値
目標が設定され，次いで抗菌薬適正使用支援プログ
ラ ム 実 践 ガ イ ダ ン スAntimicrobial Stewardship 
Program（ASP）が公表された 2 ）．
　2010年度診療報酬改定（以降改定）において「感
染防止対策加算」（100点）が，2012年度改定で「感
染 防 止 対 策 加 算 1 ・ 2 」（400・100点 ） と な り，
2018年度改定では「抗菌薬適正使用支援加算」（100
点）および「感染防止対策地域連携加算 1 ・ 2 」（50・
20点）が新設された．
　本研究では，人員や施設等の変化を2018年度改定
前の2016年度と，改定後の2018年度で比較調査する
ために，インフェクションコントロールチーム
Infection　Control Team（ICT）および 抗菌薬適
正 使 用 支 援 チ ー ムAntimicrobial Stewardship　
Team（AST）の活動やASP実践等の調査を行った
ので報告する．

方 　 法

1．対象・調査方法
　国立病院機構National Hospital Organization（NHO）
19施設に対し，2019年 5 月29日アンケート形式で配
信し，研究代表者が回答した．
　本研究は，独立行政法人国立病院機構臨床研究事
業研究費による研究であり，2019年 3 月11日NHO
ネットワーク共同研究「薬剤耐性菌感染が病院経営
に与える追加的医療資源算出と感染管理，抗菌薬の
適正使用に関する多施設共同サーベイランス研究」
を受けて実施した．

2 ．調査内容
　先行研究 3 ）− 6 ）に従い，施設・活動状況等に関す
る16項目 （全364小項目） について，2016年度改定後
の時点と2018年度改定後の時点でアンケート調査を
行った．在院患者数等は数値記入，ディスポガウン
交換等は「すべて・一部・使用せず」の 3 段階，意
識調査等は 5 段階予測，Clostridioides （Clostridium） 
difficile 感染症（CDI）患者の隔離解除基準等は有・
無の 2 段階回答とした．
1 ）施設状況
　入院のべ患者数，病床利用率等と感染防止対策加

算等の状況を調査した．
2 ）ICT
　活動内容は，委員会，リンクナース会議，ラウン
ド頻度，コンサルテーション対応，標準予防策，環
境・整備，CDI対策，CDI患者の隔離解除基準，CDI
検査の陰性確認，CDI感染予防教育，清掃スタッフ
の感染予防教育の実施調査をした．体制は，構成人
員数および病床数を調査した．
3 ）AST
　活動内容は，ASP チェックリスト 2 ）に基づいた
施設調査，特定抗菌薬の届出制，許可制等の改定後
の比較を行った．
　体制は，AST 人員構成を調査した．院内感染対
策サーベイランス Japan Nosocomial Infections 
Surveillance （JANIS）7 ） に準じ，入院患者の耐性菌
サーベイランスとして，入院のべ患者数を分母，
JANISデータより各施設に還元される耐性菌のべ患
者数を分子とし，感染率を算出した．届出制・許可
制，AST 加算有・無で年度変化と施設状況を調査
した．
4 ）意識調査・臨床評価指標
　ASPチェックリスト 2 ）に基づいた施設状況調査，
施設代表者の意識調査等を行った．
　統計分析はIBM SPSS Statistics® Ver.27.0を用い，
Mann-WhitneyのＵ検定を行い，有意水準は 5 ％と
した．

結 　 果

アンケート回収率は100％であった．

1 ．施設状況
　入院のべ患者数平均140,830.1±標準偏差48,178.3

（人），在院患者数130,680.2±44,010.9（人），病床利
用率81.5±5.7（％）であった．なお感染防止対策加
算 1 および感染防止対策地域連携加算を全19施設，
抗菌薬適正使用支援加算は17施設が届け出を行って
いた．

2 ．ICT
1 ）活動内容
　委員会やリンクナース会議は月 1 回，一方で医療
機関間カンファレンスは4.2±1.1（回/年），ラウン
ドは5.8±8.3から6.8±8.8（回/月）と改定後増加した．
改定前と改定後もサーベイランスおよびコンサル
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テーション，ラウンドを全症例継続したのは3施設
のみであった．院内感染サーベイランス（検査部門）
は全施設が実施していた．
　標準予防策，環境・整備，CDI対策は表 1 に示す．
2018年度改定の「抗菌薬適正使用支援加算」に対応
した体制を整え，16施設が一部症例対応で，AST
活動をすでに開始していた．
2 ）体制
　人員数の増加 5 施設，減少 2 施設，変化なし12施
設で，有意差はないものの，微増傾向であった．
　2016年度構成員一人当たりの病床数はそれぞれ全
ICT構成員114.2±52.3（人），インフェクションコ

ントロールナースInfection Control Nurse（ICN）
のみは431.6±191.8（人）であった．

3 ．AST
1 ）活動内容
　調査結果を表 2 に示す．全施設がJANISに参加し，
JANIS提出および還元データに関する内容検討は
5.5±5.5（回/年）で，毎月内容検討を行っているの
は 8 施設あった．
　特定抗菌薬使用届出書は全施設，さらに16施設は
届出書の提出率を算出していた．
　カルバペネム系薬と抗 Methicill in-resistant 

表 1　標準予防策・環境・整備，CDI対策

（2018年 3月時点）
　 すべて/一部/使用せず
ディスポ手袋 使用に関して 清拭時　 15/4/0

陰部洗浄　 19/0/0
排泄ケア　 19/0/0

交換のタイミング 清拭時　 18/1/0
陰部洗浄　 19/0/0
排泄ケア　 19/0/0

ディスポガウン 使用に関して 清拭時　 10/9/0
陰部洗浄　 15/4/0
排泄ケア　 13/6/0

交換のタイミング 清拭時　 17/2/0
陰部洗浄　 18/1/0
排泄ケア　 18/1/0

フェイスシールド 使用に関して 清拭時　 1/6/12
陰部洗浄　 2/9/8
排泄ケア　 2/9/8

交換のタイミング 清拭時　 4/3/12
陰部洗浄　 6/5/8
排泄ケア　 5/6/8

有/無
スタッフステーション（ナースステーション）

手洗い水道が自動開閉 18/1
手洗い乾燥（ペーパータオル） 19/0
手洗い乾燥（ハンドドライヤー） 0/19

医療従事者の病室での手洗い 16/3
各病室に洗面台設置 17/2
各病室に洗面台設置擦式手指消毒剤設置 13/6

CDI対策 有/無
CDI患者の隔離解除基準

主治医又は看護師判断基準 16/3
下痢症状消失 19/0
CDI検査陰性確認後 3/16

CDI患者及び家族に対してCDI感染予防教育 18/1
清掃スタッフに対するCDI感染予防教育 8/11
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Stapylococcus aureus（MRSA）薬は，全施設が届
出制であった．一方でタゾバクタム・ピペラシリン，
第 4 世代セフェム系薬，ニューキノロン系薬届出制
は，11施設であった．
2 ）体制
　AST構成員等を表 3 に示す．抗MRSA薬の届出
制と許可制間，AST加算施設と非加算施設間とで
MRSA感染率に統計学的有意差はなかった．

4 ．意識調査・臨床評価指標
　感染防止対策加算に関する評価では「院内の感染
症診療・制御」に効果あり17施設，変化なし 2 施設
となった．「人員状況改善」に効果あり14施設，変
化なし 5 施設となった．「施設ハード面改善」に効
果あり11施設，変化なし 8 施設となった．

　抗菌薬適正使用支援加算に関する評価で「今後の
抗菌薬適正使用効果」は少しの効果17施設，変化な
し 2 施設，「今後の人員の改善効果」は効果があり
そう10施設，変化なし 8 施設，少し悪い効果 1 施設，

「今後の施設ハード面の改善」は効果がありそう 8
施設，変化なし11施設となった．
　臨床評価指標のプロセス指標として血液培養実施
率の追加が必要と回答したのは17施設であった．

考 　 察

　ICT活動は，ラウンド実施件数の増加もあり，先
行研究 4 ）5 ）と比較して進展していることが示唆され
た．清掃スタッフへのCDI感染予防教育は，11施設

（57.8％）で実施されておらず，今後の重要な課題

表 2　AST活動状況（ASP）
はい/いいえ 該当なし

1 AST組織体制づくり
①ICTとは区別されたASTが組織されている。 9/8 2
②感染症・感染制御の資格を有する多職種メンバーが含まれる 15/2 2
③ASTとICTは十分な連携がとれている。 17/0 2
④ASTは病院管理部門から十分なサポートが得られている。 10/7 2

2 介入
①感染症治療の早期モニタリングの仕組みがある。 15/2 2
②主治医へフィードバックする仕組みがある。 17/0 2
③抗菌薬使用の事前承認（許可制やその代替策）がとられてい 14/3 2

3 抗菌薬使用の最適化
①経験的治療empiric therapy を支援する体制がある。 15/2 2
②PK/PD理論に基づいた用法・用量決定の支援体制がある。 16/1 2
③薬物治療モニタリング（TDM)が実施可能である。 17/0 2
④デ・エスカレーションが行われている。 17/0 2
⑤経口薬へのスイッチ療法を検討している。 10/7 2
⑥各種ガイドラインが利用されている。 16/1 2

4 微生物検査・臨床検査の利用
①適切な検体採取や培養検査が実施できる体制が整っている 16/1 2
②血液培養は2セット以上の採取が実施されている。 17/0 2
③アンチバイオグラムが利用されている。 17/0 2
④POCTによる感染症迅速診断が実施されている。 12/5 2
⑤適切なバイオマーカーが利用されている。 14/3 2

5 AS評価測定
①ASのプロセス評価が実施されている。 15/2 2
②プロセス指標として抗菌薬使用状況がモニタリングされている 17/0 2
③プロセス指標としてTDM実施率がモニタリングされている。 14/3 2
④ASのアウトカム評価が実施されている。 12/5 2
⑤アウトカム指標として耐性菌検出率がモニタリングされている 13/4 2
⑥アウトカム指標として治療成績がモニタリングされている。 6/11 2

6 特定疾病に対するAS
①免疫低下患者がASの対象となっている。 12/5 2
②集中治療患者がASの対象となっている。（ICU/NICU等） 11/5 2
③抗真菌薬治療患者がASの対象となっている。 7/10 2
④敗血症患者がASの対象となっている。 13/4 2
⑤菌血症患者がASの対象となっている。 15/2 2

7 教育・啓発
①ASに関する院内啓発が行われている。 17/0 2
②ASに関する学生教育が行われている。 6/11 2
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である．
　Centers for Disease Control and Prevention

（CDC） は250床 に 1 人 のInfecion Control Person
（ICP）の配置を提唱し，ラウンド実施等で病院感
染の33.3％が防止できると報告している 8 ）．本邦で
も各施設のICNをはじめとした養成推進が望まれ
る．ASTは医師のICTとの兼任が多かった．
　感染対策のプロセス評価に，血液培養実施率を必
要と回答したのが17施設あった．今後DPCデータ
で 2 セット実施率調査も必要である．河村ら 9 ）は
CDC基準を用いた施設サーベイランス（MRSA感
染率，血液培養セット率等）を行った．今回の調査
では抗MRSA薬の届出制と許可制間，AST加算施
設と非加算施設間とでMRSA感染率の検証を行っ
たが統計学的有意差はなかった．入院基本料等加算
が感染制御活動の資源と原動力になり，MRSA感染
症を含む医療関連感染の削減等医療経済的に有益
だったと報告されている 5 ）8 ）．インフェクションコ
ントロールドクターInfection Control Doctor（ICD）
制度協議会でICD認定資格・ICD活動のインセン
ティブ期待項目は入院基本料等加算要件（27.4％）
と報告された10）．本研究でも感染防止対策加算や抗
菌薬適正使用支援加算が，活動や人員状況改善に効
果があったとした施設が多かった．ICT/AST活動
に関するNHO19施設の2018年度改定前の2016年度
と，改定後の2018年度におけるアンケート調査を
行った結果，各施設の人員構成，活動状況が明らか
になった．一方，職員に対する感染管理に関する清
掃スタッフへのCDI感染予防教育研修の課題も示唆

された．

結 　 語

　医療機関横断的調査により，2016−2018年度にお
ける国立病院機構19施設のICT/ASTの活動内容，
人員構成等を明らかにすることができた．

利益相反自己申告：申告すべきものなし
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表 3　ICT/AST人員構成

AST

（うちICT兼任） 構成比
医師計 2.3±1.6 32.4%
専任医師 1.7±1.4 1.7±1.5
専従医師 0.1±0.2 0.1±0.2
看護師計 1.4±1.0 19.7%
専任看護師 0.5±0.9 0.4±0.8
専従看護師 0.8±0.5 0.8±0.5
薬剤師計 1.8±1.2 25.4%
専任薬剤師 1.4±1.2 1.0±0.9
専従薬剤師 0.1±0.2 0.1±0.2
検査技師計 1.3±0.7 18.3%
専任検査技師 1.1±0.6 0.9±0.6
専従検査技師 - -
その他 0.3±0.7 4.2%
診療情報管理士 0.1±0.5 0.1±0.5
総計 7.1±4.5 100.0%


